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平成２９年１０月２６日 

四 国 電 力 株 式 会 社 

平成２９年度第２四半期 連結決算の概要 

１．電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年同期に比べ ４.０％減の １２３億７６百万kWhとなりました。 

このうち、電灯および業務用電力は、契約電力の減少等により、それぞれ １.１％減、９.２％

減となりました。産業用の大口電力は、自家発稼働の影響等により １.８％減となりました。 

また、他社販売等は、前年同期に比べ １２２.６％増の ３０億８６百万kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年同期に比べ ８.３％増の １５４億６２百万kWhとなりました。 

(単位：百万kWh、％)

28年度第２四半期 

(28/4～28/9) 

（Ａ） 

29年度第２四半期 

(29/4～29/9) 

（Ｂ） 

比 較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電 灯 ４,２３１ ４,１８５ △ ４６ △  １.１ 

電      力 

（うち業務用電力） 

（うち大 口 電 力） 

８,６５７ 

（ ３,０４０）

（ ３,７３４）

８,１９１ 

（ ２,７５９）

（ ３,６６７）

△ ４６６ 

（△ ２８１） 

（△  ６７） 

△  ５.４ 

（△  ９.２）

（△  １.８）

電 灯 電 力 計 １２,８８８ １２,３７６ △ ５１２ △ ４.０ 

他 社 販 売 等 １,３８６ ３,０８６ １,７００ １２２.６ 

総 販 売 電 力 量 １４,２７４ １５,４６２ １,１８８ ８.３ 

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 

２．電 力 供 給 

原子力発電電力量は、昨年８月に伊方発電所３号機が再稼働したことから、前年同期に比べ大幅

に増加し、４０億１３百万kWhとなりました。また、新エネ発受電電力量は、２０.１％増の １８

億２３百万kWhとなりました。 

一方、水力発受電電力量は、１６.５％減の １８億５４百万kWhとなりました。 

この結果、火力発受電電力量は、前年同期に比べ １７.２％減の ９０億６４百万kWhとなりまし

た。 

(単位：百万kWh、％)

28年度第2四半期 

(28/4～28/9) 

（Ａ） 

29年度第2四半期 

(29/4～29/9) 

（Ｂ） 

比 較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率 106.0% 88.6% △ 17.4%

水 力 ２,２１９ １,８５４ △  ３６５ △ １６.５ 

伊方3号利用率 24.2% 102.7% 78.5%

原 子 力 ９４６ ４,０１３ ３,０６７ ３２４.３ 

火 力 １０,９５１ ９,０６４ △ １,８８７ △ １７.２ 

（石 炭）  （ ７,３５４） （ ６,８６６） （△    ４８８） （△ ６.６）

（Ｌ  Ｎ  Ｇ） （   ９２４） （   ８３７） （△ ８７） （△ ９.５）

（石 油 ほ か） （ ２,６７２） （ １,３６１） （△ １,３１１） （△ ４９.１）

新 エ ネ １,５１９ １,８２３ ３０４ ２０.１ 

 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 
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３．収   支 

営業収益(売上高)は、電灯電力需要は減少しましたが、他社販売電力量が、伊方３号機の再稼働
に伴う供給余力の活用により大幅に増加したほか、燃料費調整額や再生可能エネルギー固定価格   

買取制度に基づく賦課金・交付金の増加などにより、前年同期に比べ ３２５億円(9.8％)増収   
の ３,６２６億円となりました。 

営業費用は、伊方３号機の再稼働により、需給関連費(燃料費＋購入電力料)の増加幅が抑制された

ほか、退職給付に係る数理計算上の差異の償却減により人件費が減少したことなどから、前年同期 

に比べ ５４億円(1.7％)の増加にとどまり、３,３０６億円となりました。 

この結果、営業利益は、２７１億円増益の ３２０億円、経常利益は、２８８億円増益の ３１４億

円、また、親会社株主に帰属する純利益は、２１５億円増益の ２２６億円となりました。 

(単位：億円、％)

 28年度第2四半期
(28/4～28/9) 
（Ａ） 

29年度第2四半期
(29/4～29/9) 
（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業

電 灯 電 力 収 入 2,350 2,415 65 2.8 

他社販売収入ほか 601 840 239 39.8 

小  計 2,952 3,256 304 10.3 

そ の 他 事 業 349 370 21 5.9 

合   計 [3,009]  3,301 [3,311]  3,626 [  302]   325 [  10.1]   9.8 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 360 276 △ 84 △ 23.4 

需
給
関
連
費

燃 料 費 350 337 △ 13 △  3.7 

購入電力料 822 938 116 14.1 

小  計 1,172 1,275 103 8.8 

減 価 償 却 費 290 284 △  6 △  2.0 

修 繕 費 279 275 △  4 △  1.2 

原子力バックエンド費用 37 91 54 144.4 

そ の 他 費 用 804 771 △ 33 △  4.1 

小  計 2,944 2,975 31 1.0 

そ の 他 事 業 307 331 24 7.6 

合   計 [2,986]  3,252 [3,028]  3,306 [   42]    54 [  1.4]    1.7 

営 業 利 益 [   23]     49 [  283]    320 [  260]   271 [ 1,123]  550.3 

 支 払 利 息 ほ か 22  6   △ 16 △ 72.7 

経 常 利 益 [   29]     26 [  297]    314 [  268]   288 [ 897.0] 1,067 

 渇 水 準 備 金 (引当)   △  1 (取崩)       4   5 - 

 法 人 税 ほ か  13 91 78 563.2 

親会社株主に帰属する純利益 [   22]     11 [  221]    226 [  199]   215 [ 897.6]  1,905 

   (注)１．連結決算の対象会社 
・連結子会社（９社）：ＳＴＮｅｔ、四国計測工業、坂出ＬＮＧ、四電エンジニアリング、四電ビジネス、四国総合研究所 

四電エナジーサービス、四電技術コンサルタント、SEP International Netherlands B.V. 
・持分法適用会社（１社）：四電工 
２．［  ］内は、四国電力単独決算値。なお、｢親会社株主に帰属する純利益｣欄の［ ］内は、 

四国電力単独決算値の｢四半期純利益｣を表示している。 

 

４．通 期 の 見 通 し 

通期の業績予想については、平成２９年４月に公表した数値から変更ありません。 

以 上 




